
令和元年度

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計
財 務 諸 表



（単位：百万円）

令和元年度 平成30年度 差 令和元年度 平成30年度 差

（Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ） （Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ）

資産の部 負債の部

Ⅰ 流動資産 40,332 43,254 ▲ 2,921 Ⅰ 流動負債 3,112 4,948 ▲ 1,836

現金預金 525 1,788 ▲ 1,263 地方債 3,076 4,918 ▲ 1,842

歳計現金等 525 1,788 ▲ 1,263 短期借入金 － － －

歳入歳出外現金 － － － 他会計借入金 － － －

未収金 46 33 13 その他短期借入金 － － －

税未収金 － － － 賞与等引当金 32 31 1

その他未収金 46 33 13 未払金 － － －

不納欠損引当金 － － － 支払保証債務 － － －

基金 － － － その他未払金 － － －

財政調整基金 － － － 還付未済金 － － －

減債基金 － － － リース債務 4 － 4

短期貸付金 － － － その他流動負債 － － －

貸倒引当金 － － － Ⅱ 固定負債 13,419 12,980 438

その他流動資産 39,762 41,433 ▲ 1,671 地方債 13,049 12,628 421

Ⅱ 固定資産 112,895 113,060 ▲ 165 長期借入金 － － －

事業用資産 58,612 58,612 ▲ 0 他会計借入金 － － －

有形固定資産 58,612 58,612 ▲ 0 その他長期借入金 － － －

土地 58,607 58,607 － 退職手当引当金 358 353 5

建物 4 5 ▲ 0 その他引当金 － － －

工作物 － － － リース債務 12 － 12

立木竹 － － － その他固定負債 － － －

船舶 － － － 16,531 17,929 ▲ 1,398

浮標等 － － － 純資産の部

航空機 － － － 純資産 136,697 138,385 ▲ 1,688

無形固定資産 － － － （うち当期純資産増減額） ▲ 1,688 3,600 ▲ 5,288

地上権 － － －

特許権等 － － －

インフラ資産 53,711 53,857 ▲ 146

有形固定資産 53,711 53,857 ▲ 146

土地 51,685 51,685 －

建物 1,069 1,155 ▲ 86

工作物 957 1,018 ▲ 60

無形固定資産 － － －

地上権 － － －

特許権等 － － －

重要物品 － － －

図書 － － －

リース資産 16 － 16

ソフトウェア － － －

建設仮勘定 54 89 ▲ 35

投資その他の資産 502 502 －

出資金 502 502 －

法人等出資金 502 502 －

公営企業会計出資金 － － －

長期貸付金 － － －

貸倒引当金 － － －

基金 － － －

減債基金 － － －

減債基金借入金 － － －

その他の基金 － － －

その他基金借入金 － － －

その他債権 － － － 136,697 138,385 ▲ 1,688

153,228 156,314 ▲ 3,086 153,228 156,314 ▲ 3,086

会 計 港湾整備事業特別会計

負債の部合計

純資産の部合計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

貸借対照表
（令和２年３月３１日現在）

科目 科目



（単位：百万円）

令和元年度 （Ａ） 平成30年度 （Ｂ） 差 （ＡーＢ）

通常収支の部
Ⅰ 行政収支の部
１ 行政収入 10,848 8,961 1,887
地方税 － － －
地方譲与税 － － －
市町村たばこ税府交付金 － － －
地方特例交付金 － － －
地方交付税 － － －
交通安全対策特別交付金 － － －
国民健康保険関係交付金 － － －
分担金及び負担金（行政費用充当） － － －
使用料及び手数料 2,654 2,626 28
国庫支出金（行政費用充当） － － －
財産収入 2,611 2,522 89
寄附金 － － －
繰入金 3,132 3,241 ▲ 109
特別会計繰入金 3,132 3,241 ▲ 109
公営企業会計繰入金 － － －
税諸収入 － － －
事業収入（特別会計） 2,410 569 1,841
その他行政収入 40 4 37
２ 行政費用 16,961 9,348 7,613
税連動費用 － － －
給与関係費 280 278 2
物件費 261 308 ▲ 47
維持補修費 234 153 81
社会保障扶助費 － － －
負担金・補助金・交付金等 922 963 ▲ 40
国直轄事業負担金 － － －
繰出金 12,640 6,860 5,780
減価償却費 209 199 10
債務保証費 － － －
不納欠損引当金繰入額 － － －
貸倒引当金繰入額 － － －
賞与等引当金繰入額 32 31 1
退職手当引当金繰入額 33 4 30
その他引当金繰入額 － － －
その他行政費用 2,350 554 1,796

行政収支差額 ▲ 6,113 ▲ 387 ▲ 5,726
Ⅱ 金融収支の部
１ 金融収入 － － －
受取利息及び配当金 － － －
２ 金融費用 16 15 0
地方債利息・手数料 16 15 0
地方債発行差金 － － －
他会計借入金利息等 － － －

金融収支差額 ▲ 16 ▲ 15 ▲ 0
通常収支差額 ▲ 6,128 ▲ 402 ▲ 5,726
特別収支の部
１ 特別収入 1 544 ▲ 543
分担金及び負担金（公共施設等整備） － － －
分担金及び負担金（災害復旧費） － － －
国庫支出金（公共施設等整備） 1 － 1
国庫支出金（災害復旧費） － － －
固定資産売却益 － 544 ▲ 544
過年度修正益 － － －
その他特別収入 － － －
２ 特別費用 6 348 ▲ 342
固定資産売却損 － 348 ▲ 348
固定資産除却損 － － －
災害復旧費 － － －
過年度修正損 6 － 6
その他特別費用 － － －

特別収支差額 ▲ 5 196 ▲ 202
当期収支差額 ▲ 6,134 ▲ 206 ▲ 5,928
一般会計からの繰入金 － － －
一般会計への繰出金 500 500 －
再計 ▲ 6,634 ▲ 706 ▲ 5,928

行政コスト計算書
自 平成３１年４月 １日

至 令和 ２年３月３１日

科 目

会 計 港湾整備事業特別会計



（単位：百万円）

令和元年度 平成30年度 差 令和元年度 平成30年度 差

（Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ） （Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ）

Ⅰ 行政サービス活動 Ⅱ 投資活動

行政収入 10,836 8,964 1,872 投資活動収入 1 － 1

地方税 － － － 分担金及び負担金

地方譲与税 － － －

市町村たばこ税府交付金 － － － 国庫支出金（公共施設等整備） 1 － 1

地方特例交付金 － － － 財産収入 － － －

地方交付税 － － － 基金繰入金（取崩額） － － －

交通安全対策特別交付金 － － － 財政調整基金 － － －

国民健康保険交付金 － － － その他の基金 － － －

貸付金元金回収収入 － － －

保証金等返還収入 － － －

使用料及び手数料 2,659 2,629 31 その他投資活動収入 － － －

国庫支出金（行政支出充当） － － － 投資活動支出 64 138 ▲ 74

財産収入 2,593 2,522 72 公共施設等整備支出 64 138 ▲ 74

寄附金 － － － 基金積立金 － － －

繰入金 3,132 3,241 ▲ 109 財政調整基金 － － －

特別会計繰入金 3,132 3,241 ▲ 109 その他の基金 － － －

公営企業会計繰入金 － － － 出資金 － － －

税諸収入 － － － 貸付金 － － －

事業収入（特別会計） 2,410 569 1,841 保証金等支出 － － －

その他行政収入 40 4 37 投資活動収支差額 ▲ 63 ▲ 138 75

行政支出 15,017 9,493 5,524 行政活動キャッシュ・フロー収支差額 ▲ 4,255 ▲ 676 ▲ 3,580

税連動支出 － － － Ⅲ 財務活動

給与関係費 377 374 4 財務活動収入 3,497 2,092 1,405

物件費 284 328 ▲ 43 地方債 3,497 2,092 1,405

維持補修費 527 439 88 他会計借入金等 － － －

社会保障扶助費 － － － 基金繰入金（取崩額） － － －

負担金・補助金・交付金等 1,044 1,254 ▲ 211 減債基金 － － －

国直轄事業負担金 － － － 基金借入金 － － －

繰出金 12,784 7,098 5,686 その他財務活動収入 － － －

金融収入 － － － 財務活動支出 4 2 2

受取利息及び配当金 － － － 地方債償還金 － － －

金融支出 11 8 3 他会計借入金等償還金 － － －

地方債利息・手数料 11 8 3 ファイナンス・リース債務返済支出 4 2 2

他会計借入金利息等 － － － 基金積立金 － － －

特別収入 － － － 減債基金 － － －

分担金及び負担金（災害復旧費） － － － 基金借入金償還金 － － －

国庫支出金（災害復旧費） － － － 財務活動収支差額 3,493 2,090 1,403

その他特別収入 － － － 収支差額合計 ▲ 763 1,414 ▲ 2,177

特別支出 － － － 一般会計からの繰入金 － － －

災害復旧費 － － － 一般会計への繰出金 500 500 －

その他特別支出 － － － 前年度からの繰越金 1,788 874 914

行政サービス活動収支差額 ▲ 4,193 ▲ 538 ▲ 3,655 形式収支 525 1,788 ▲ 1,263

歳入歳出外現金受入額 － － －

歳入歳出外現金払出額 － － －

再計 525 1,788 ▲ 1,263

－ － －
（公共施設等整備）

会  計 港湾整備事業特別会計

キャッシュ・フロー計算書
自 平成３１年４月 １日

至 令和 ２年３月３１日

科      目 科      目

分担金及び負担金
－ － －

（行政支出充当）



純資産変動計算書
（単位：百万円）

会   計：

純資産変動分析表
（単位：百万円）

Ⅰ

①

②

③

Ⅱ

①

②

③

Ⅲ

①

②

会   計：

管理する資産の減価償却等 -146
地方債の償還等により +903

地方債の償還等により +518

歳計現金の増 -2,966

港湾整備事業特別会計

区    分 純資産増加 純資産減少 増加－減少 残 高 主な増減要因

前期末純資産残高 138,385

【当期増減内容】

区 分
開始残高
相   当

収支差額 内部取引
一般財源等
配分調整額

一般会計か
らの繰入金

一般会計へ
の繰出金

合 計

前期末残高 120,006 ▲ 8,554 44,328 － 4,572 21,967 138,385

当期変動額 － ▲ 6,134 4,946 － － 500 ▲ 1,688

当期末残高 120,006 ▲ 14,688 49,274 － 4,572 22,467 136,697

インフラ資産（建設
仮勘定を含む）

738

事業用資産（建設
仮勘定を含む）

0

固定資産のうち負債
を伴わない額の増減

0 1,256

資産の裏付けのない
固定負債の増減

小   計 1,256

その他 518

特別債

基金借入金

長期性債務（退職
手当引当金等）

17

その他の増減

小   計 17 ▲ 17

その他の資産（負
債を伴わないもの）

2,921

その他の負債（資
産を伴わないもの）

6

Ⅰ～Ⅲの増減合計 1,256 2,944 ▲ 1,688

小   計 2,927 ▲ 2,927

港湾整備事業特別会計

当期末純資産残高 136,697



固定資産（有形）

事業用資産

土地

建物

工作物

立木竹

船舶

浮標等

航空機

インフラ資産

土地

建物

工作物

重要物品

図書

リース資産

ソフトウェア

建設仮勘定

 

 

固定資産（無形）

事業用資産

地上権

特許権等

インフラ資産

地上権

特許権等

           -

           -            -            -            -            -

合 計            -            -            -            -

           -            -            -            -            -

           -            -            -            -            -

           -            -            -            -            -

           -            -            -            -            -

④ ①＋②－③

           -            -            -            -            -

（単位：百万円）

区 分

前期末
取得原価

当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高

① ② ③

54

合 計 134,539 485 467 134,557 22,164 209 112,393

89 64 98 54            -            -

16

           -            -            -            -            -            -            -

2 22 2 22 5 4

           -

           -            -            -            -            -            -            -

           -            -            -            -            -            -

1,069

18,165 52 31 18,186 17,228 106 957

5,984 13            - 5,997 4,928 99

53,711

51,685            -            - 51,685            -            - 51,685

75,834 64 31 75,868 22,157 204

           -

           -            -            -            -            -            -            -

           -            -            -            -            -            -

           -

           -            -            -            -            -            -            -

           -            -            -            -            -            -

4

           -            -            -            -            -            -            -

6            -            - 6 2 0

58,612

58,607 335 335 58,607            -            - 58,607

58,614 335 335 58,614 2 0

当期末残高

① ② ③ ④＝①＋②－③ ⑤ ⑥ ④－⑤

固定資産附属明細表 （港湾整備事業特別会計）

（単位：百万円）

区 分

前期末
取得原価

当期増加額 当期減少額
当期末
取得原価

当期末減価
償却累計額

(減損を含む)

当期償却額
(減損を含む)



法人等出資金明細表

【港湾整備事業特別会計】 （単位：百万円）

引当金明細表

【港湾整備事業特別会計】

合 計 502 －

(公財)大阪府漁業振興基金 500 －

区 分 出 資 先 貸借対照表価額 評価減実施累計額 評価減実施年度

地方公共団体金融機構 2 －
出資による権利

－

－

－

－

32

358

－

－

－

－

31

28

－

－

32

33退職手当引当金

31

353

－

－

区 分 前期末残高

不納欠損引当金

貸 倒 引 当 金

賞 与 等 引 当 金

当期増加額
当期減少額

当期末残高
（目的使用） （その他）

（単位：百万円）



行政コスト計算書の当期収支差額とキャッシュ・フロー計算書の行政サービス活動収支差額との調整表

【港湾整備事業特別会計】 （単位：百万円）

行政コスト計算書の当期収支差額 ▲ 6,134

ア 固定資産の増減 209
減価償却費 209
固定資産売却益（損） －
固定資産除却損 －
減損損失 －
出資金評価減 －
災害救助基金（物資）の増（減） －
修学資金貸付金の償還免除 －
重要物品の受入 －

イ 流動資産・流動負債の増減 2,343
未収金の増加（減少） ▲ 13
還付未済金の減少 －
棚卸資産売却原価 2,350
棚卸資産評価損 －
不納欠損引当金繰入額 －
賞与等引当金繰入・取崩・戻入額 32
うち賞与・法定福利費支出時の引当金取崩額 ▲ 26

ウ その他非現金取引項目 33
貸倒引当金繰入額 －
退職手当引当金繰入・取崩・戻入額 33
うち退職手当支出時の引当金取崩額 －
その他引当金繰入額 －
地方債発行差金 －

エ 投資的経費の財源 ▲ 1
国庫支出金 ▲ 1
分担金及び負担金 －

オ 行政コスト計算書に計上しない行政サービス活動収支 ▲ 650
棚卸資産の原価に算入する支出額 ▲ 650

カ 地方債利息の会計間の配賦 0

キ その他の取引項目 6
その他の行政収入 －
その他の行政費用 －
その他の特別収入 －
その他の特別費用 6

キャッシュ・フロー計算書の行政サービス活動収支差額 ▲ 4,193



 

 

注記（港湾整備事業特別会計財務諸表） 

 

 

 

１．追加情報  

（１）繰越事業に係る将来の支出予定額   

区分 金額 

 
繰越明許費 

百万円 
３３.６ 

    主なもの 

港湾施設費２２.０百万円、港湾整備費１１.６百万円 

 

（２）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項 

①事業の概要 

港湾の基本施設（岸壁、防波堤、航路等）に対し、港湾の機能を効率的に発揮させるために必要なふ頭用地、

上屋、荷役機械などを整備する港湾機能施設整備事業と港湾物流の効率化に資するための流通施設用地や保管

施設用地等の土地を臨海部に造成する臨海部土地造成事業を行っています。 

     

②当該事業に関し説明すべき固有の事項  

○ 造成に要した資金の支払利息（事業実施中のものに限る）は、棚卸資産（未成土地）原価に算入していま

す。 

○ 大阪府の新公会計制度における地方債残高については、毎年度の元金償還相当額を公債管理特別会計に移

し替えて表示するなど、各会計別の実残高とは異なっています。なお、本会計の実残高は 20,060 百万円

です。詳しくは、公債管理特別会計の注記「地方債残高及び減債基金の表示」をご覧ください。 

 




